
制震構造建物の保有減衰性能評価法に関する研究 

Study on Damping Capacity Evaluation Method of Buildings by Energy Dissipation System 

 

〇歌田航己 1, 北嶋圭二 2, 中西三和 2, 安達洋 3 

* Kouki Utada1, Keiji Kitajima2, Mitsukazu Nakanishi2, Hiromi Adachi3 

This paper describes the study on damping of evaluation method of buildings by energy dissipation system. 

 

1．研究背景および研究目的 

近年，制震技術の需要が高まっており制震構造建物の

計画が年々増加している。制震構造とは，建物内にダン

パーを組み込むことにより建物の減衰性能を向上させ，

地震応答変位を低減させる構造である。制震構造建物の

耐震性能の評価法は，時刻歴地震応答解析を実施し評価

するのが一般的であるが，本研究室では地震応答解析に

よる評価のみではなく，強度・変形性能および減衰性能

等の一般的な耐震性能指標を用いて，制震構造建物の耐

震性能を評価･表示する方法を提案している 1)。 

 本研究は，提案した定常応答解析による制震構造建物

の保有減衰性能評価法の有効性について検討することを

目的としたものである。文献 2）に示されている 10 階建

て制震構造建物を検討対象建物として選定し，定常応答

解析を実施して，解析結果を 1 自由度系に縮約すること

により保有減衰性能を評価する。定常応答解析結果およ

び 1自由度系への縮約過程を詳細に検討することにより，

保有減衰性能評価法における縮約方法の妥当性を検討す

る。さらに、重み付き平均減衰に基づく建物全体の保有

減衰性能の簡易的な評価法についても併せて検討する。 

2．検討対象建物 

 検討対象建物は，鉄骨造 10 階建ての事務所ビルを想

定した文献 2)のサンプル建物とした。建物諸元を Table 1

に，各層の主架構と制震部材(履歴系ダンパー)の諸元を

Table 2 に示す。建物形状は，Ｘ方向 38.4m，Ｙ方向 22.4m

の整形な長方形平面で，スパン割りは，Ｘ方向 6.4m×6

スパン，Ｙ方向 9.6m＋12.8m の 2 スパンである。階高

は，1 階が 5.0mで，他の階は一律 4.0mである。検討対

象建物の軸組を Fig.1 に示す。なお，本建物の目標変位

は，建物等価高さ(29m)の応答変形角(1/150rad)で規定さ

れており，19.3cm(=2900/150)と設定されている 2)。 

3．定常応答解析による保有減衰性能の評価 

3.1 定常応答解析の概要 

 制震構造建物の保有減衰性能は，多質点系の解析モデ

ル(Fig.2)に対して定常応答解析を実施し，解析結果を 1

自由度系に縮約して目標変位レベルでの定常ループを抽

出し，1 ループの履歴面積より等価粘性減衰定数を算定

して評価する。応答解析は Newmark-β法(β=0.25)の数

値積分法を用い，積分時間刻みは 0.001 秒とする。なお，

本研究での定常応答解析は，文献 2)の地震応答解析と同

様に，初期剛性比例型(2%)を用いて解析を実施する。 

3.2 入力波 

 定常応答解析の入力波は，建物(主架構のみ)の弾性 1

次固有周期(1.33sec)と同一の周期特性を有し，加速度振

幅を徐々に大きくしていく漸増定常加速度波形(Fig.3)を

用いる。加速度波形の振幅は，縮約 1 自由度系の応答変

位が目標変位の定常振動が得られる大きさになるように

修正した。 

3.3 1 自由度系への縮約結果と保有減衰性能 

 1 自由度系への縮約は，モー

ダルアナリシスの考え 3)に基づ

き縮約する。Table 3 に示す定常

応答解析結果の最大応答変位を

固有ベクトルと仮定し，刺激係

数(式(1))を求め刺激関数を算定

する(Table 3)。せん断力の縮約

は式(2)にて，代表変位は式(3)

1：日大理工・院(前)・海建 2：日大理工・教員・海建 3：日大名誉教授 

 

Fig.1 Frame of existing building 

Fig.3 Input of time history steady-state acceleration 

 

Fig.2 Analysis model 
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Table 2 Parameter of mainframe and seismic damping 

member 階
FL

目標変位
ui

[cm]

初期剛性
Kfi

[kN/cm]

主架構
負担せん断力

Qfi

[kN]

制震ダンパー
負担せん断力

Qdyi

[kN]

Ci/Ai

ダンパー剛性
Kdi

[kN/cm]

ダンパー
塑性率

μdi

10 2.67 4,133 11,023   1,456 0.578   2,731 5.0
9 2.67 4,465 11,907   6,240 0.578 11,701 5.0
8 2.67 4,857 12,953   9,990 0.578 18,731 5.0
7 2.67 5,285 14,093 12,960 0.578 24,300 5.0
6 2.67 6,792 18,112 12,512 0.578 23,460 5.0
5 2.67 7,080 18,881 14,777 0.578 27,708 5.0
4 2.67 7,328 19,540 19,949 0.578 31,217 5.0
3 2.67 8,189 21,837 16,378 0.578 30,709 5.0
2 2.67 8,780 23,412 16,336 0.578 30,629 5.0
1 3.33 8,791 29,303 11,507 0.578 17,261 5.0

階
FL

各階重量
Wi

[MN]

総重量
ΣWi

[MN]

固有周期
T

[sec]
Ai

層せん断力
Qi

[MN]

外力
Pi

[MN]

10 8.8   8.8 2.44   3.1 3.1
9 6.7 15.5 2.02   4.5 1.4
8 6.7 22.3 1.78   5.7 1.2
7 6.7 29.0 1.61   6.8 1.0
6 6.8 35.8 1.48   7.6 0.9
5 6.9 42.7 1.36   8.4 0.8
4 6.9 49.6 1.26   9.0 0.6
3 6.9 56.6 1.17   9.5 0.5
2 7.0 63.5 1.08   9.9 0.4
1 7.1 70.6 1.00 10.2 0.3

1.33

Table 1 Parameter of building 
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にて算出する。定常応答解析結果の縮約結果を Fig.4a)に，

目標変位時の 1 ループの抽出結果を Fig.4b)に示す。保有

減衰性能は，Fig.4b)の 1 ループの履歴面積と図中破線で

示した主架構負担せん断力によるポテンシャルエネルギ

ーの比から式(4)にて算定した。算定の結果，検討対象建

物の保有減衰性能(等価粘性減衰換算値)は 33.6%と評価

された。 

 

4．1 自由度系への縮約過程の詳細検討 

 本章では，保有減衰性能評価法の特性を把握するため

に 1 自由度系への縮約過程を詳細に検討する。Fig.5 に

Fig.4b)のループ開始ステップから終了ステップまでの各

層の層せん断力－層間変位関係を示す。図中青点が開始

ステップ，赤点が縮約 1 自由度系(Fig.4b))のピーク時の

ステップ，橙点が各階の最大応答値を示している。図よ

り，縮約 1 自由度系のピーク時のステップが，各層のピ

ークと概ね一致しており，最大値が同時刻で発生してい

ることがわかる。Fig.6 には，定常応答解析の最大応答値

(固有ベクトル)の変位分布と縮約 1 自由度系ピーク時の

応答変位分布を比較して示す。両者は概ね一致しており，

保有減衰性能評価法における縮約方法が妥当であること

が確認できる。 

5.保有減衰性能の簡易的な評価法 

Table 4 には Fig.5 の各層のループ面積より各層の等価

粘性減衰定数を式(5)にて算出し，各層のポテンシャルエ

ネルギーによる重み平均減衰の考え 3)に基づき算定した

建物全体の保有減衰性能の値(等価粘性減衰換算値：式

(6))を示す。算定結果は 32.3%となり，縮約 1 自由度系

から求めた結果(33.6％)と概ね一致する結果が得られた。

この結果は，定常応答解析を行わずに保有減衰性能が評

価できる可能性があることを示している。 

 

6．まとめ 

 以上、検討対象建物の定常応答解析結果および 1 自由

度系への縮約過程を詳細に検討することにより，保有減

衰性能評価法における縮約方法の妥当性を示すとともに，

定常応答解析を行わずに保有減衰性能が評価できる可能

性があることを示した。 
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Table 4 Result of equivalent viscous damping factor 

階
FL

最大
層間変位

[cm]

耐力比
Qdi/Qfi

塑性率
μ

等価粘性
減衰定数

[％]

10 2.00 0.176 3.75  8.2

9 2.18 0.641 4.09 30.8
8 2.40 0.857 4.50 42.4
7 2.57 0.954 4.82 48.1
6 2.65 0.695 4.97 35.3
5 2.70 0.773 5.06 39.5
4 2.74 0.829 5.14 42.5
3 2.82 0.709 5.29 36.6
2 2.94 0.633 5.51 33.0
1 3.80 0.344 5.70 18.1

32.3重み平均減衰

Table 3 Result of participation vector 

階
FL

固有ベクトル

1ui

[cm]

刺激関数
1β・ 1u i

10 26.4 1.36

9 24.5 1.26
8 22.3 1.15
7 19.9 1.03
6 17.4 0.90
5 14.8 0.76
4 12.2 0.63
3   9.5 0.49
2   6.7 0.35
1   3.8 0.20

0.052
刺激係数

1β

Fig.6 Distribution of relative 
displacement 
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・縮約 1 自由度系目標変位時のステップ ・ループのスタート ・各階変位最大値 ・ポテンシャルエネルギー 

Fig.5 Result of steady‐state response analysis of target displacement time 
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Fig.4 Result of contraction to single degree-of-freedom system 

a) Result of contraction 
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